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(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 380,741,551 328,750,211 51,991,340

未収金 8,466,699 17,460,201 △ 8,993,502

前払金 475,628 583,940 △ 108,312

流動資産合計 389,683,878 346,794,352 42,889,526

 2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 0

基本財産合計 6,000,000 6,000,000 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産 145,139,873 131,418,767 13,721,106

記録保管引当資産 46,789,833 52,803,129 △ 6,013,296

システム更新引当資産 30,000,000 36,130,000 △ 6,130,000

特定費用準備資金 37,656,262 45,847,020 △ 8,190,758

ICRP調査研究積立資産 7,714,452 7,000,192 714,260

減価償却引当資産 3,286,898 3,207,738 79,160

特定資産合計 270,587,318 276,406,846 △ 5,819,528

(3) その他固定資産

什器備品 26,608,663 21,725,778 4,882,885

設備 3,303,806 3,965,513 △ 661,707

ソフトウェア 2,463,322 3,316,586 △ 853,264

保証金・敷金 34,054,340 34,054,340 0

電話加入権 766,000 766,000 0

リース資産 122,290,560 157,230,720 △ 34,940,160

その他固定資産合計 189,486,691 221,058,937 △ 31,572,246

固定資産合計 466,074,009 503,465,783 △ 37,391,774

資産合計 855,757,887 850,260,135 5,497,752

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

未払金 47,984,445 39,802,759 8,181,686

預り金 53,311,147 44,967,528 8,343,619

流動負債合計 101,295,592 84,770,287 16,525,305

 2. 固定負債

退職給付引当金 145,139,873 131,418,767 13,721,106

記録保管引当金 46,789,833 52,803,129 △ 6,013,296

長期未払金 122,290,560 157,230,720 △ 34,940,160

固定負債合計 314,220,266 341,452,616 △ 27,232,350

負債合計 415,515,858 426,222,903 △ 10,707,045

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 0

ICRP調査研究積立資産 7,714,452 7,000,192 714,260

指定正味財産合計 13,714,452 13,000,192 714,260

(うち基本財産への充当額) (6,000,000) (6,000,000) (0)

(うち特定資産への充当額) (7,714,452) (7,000,192) (714,260)

 2. 一般正味財産 426,527,577 411,037,040 15,490,537

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額) (70,943,160) (85,184,758) (△ 14,241,598)

正味財産合計 440,242,029 424,037,232 16,204,797

負債及び正味財産合計 855,757,887 850,260,135 5,497,752

貸借対照表
平成31年 3月31日現在

科目 当年度 前年度 増減
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(単位:円)

Ⅰ　資産の部
 1. 流動資産

現金預金 65,465 22,462,070 148,162,685 8,708 170,698,928 210,042,623 380,741,551
未収金 8,466,699 8,466,699 8,466,699
前払金 451,588 24,040 475,628 475,628
他会計短期貸付金 5,913,900 5,913,900 28,697,055 △ 34,610,955 0

流動資産合計 65,465 22,913,658 0 162,567,324 8,708 185,555,155 238,739,678 △ 34,610,955 389,683,878
 2. 固定資産

(1) 基本財産
基本財産 6,000,000 6,000,000 6,000,000

基本財産合計 0 0 0 0 6,000,000 6,000,000 0 0 6,000,000
(2) 特定資産

退職給付引当資産 96,000 25,096,333 98,000 69,619,542 94,909,875 50,229,998 145,139,873
記録保管引当資産 46,789,833 46,789,833 46,789,833
システム更新引当資産 30,000,000 30,000,000 30,000,000
特定費用準備資金 37,656,262 37,656,262 37,656,262
ICRP調査研究積立資産 7,714,452 7,714,452 7,714,452
減価償却引当資産 3,286,898 3,286,898 3,286,898

特定資産合計 96,000 25,096,333 7,812,452 184,065,637 3,286,898 220,357,320 50,229,998 0 270,587,318
(3) その他固定資産

什器備品 26,439,115 169,548 26,608,663 26,608,663
設備 3,110,930 192,876 3,303,806 3,303,806
ソフトウェア 2,463,322 2,463,322 2,463,322
保証金・敷金 1,050,840 31,203,500 32,254,340 1,800,000 34,054,340
電話加入権 766,000 766,000 766,000
リース資産 122,290,560 122,290,560 122,290,560

その他固定資産合計 0 0 0 155,354,767 32,331,924 187,686,691 1,800,000 0 189,486,691
固定資産合計 96,000 25,096,333 7,812,452 339,420,404 41,618,822 414,044,011 52,029,998 0 466,074,009
資産合計 161,465 48,009,991 7,812,452 501,987,728 41,627,530 599,599,166 290,769,676 △ 34,610,955 855,757,887

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債
未払金 65,465 10,339,632 17,805,284 28,210,381 19,774,064 47,984,445
預り金 1,848,298 51,462,849 53,311,147 53,311,147
他会計短期借入金 10,725,728 10,225,161 20,950,889 13,660,066 △ 34,610,955 0

流動負債合計 65,465 22,913,658 0 79,493,294 0 102,472,417 33,434,130 △ 34,610,955 101,295,592
 2. 固定負債

退職給付引当金 96,000 25,096,333 98,000 69,619,542 94,909,875 50,229,998 145,139,873
記録保管引当金 46,789,833 46,789,833 46,789,833
長期未払金 122,290,560 122,290,560 122,290,560

固定負債合計 96,000 25,096,333 98,000 238,699,935 0 263,990,268 50,229,998 0 314,220,266
負債合計 161,465 48,009,991 98,000 318,193,229 0 366,462,685 83,664,128 △ 34,610,955 415,515,858

Ⅲ　正味財産の部
 1. 指定正味財産

基本財産 6,000,000 6,000,000 6,000,000
ICRP調査研究積立資産 7,714,452 7,714,452 7,714,452

指定正味財産合計 7,714,452 6,000,000 13,714,452 13,714,452
(うち基本財産への充当額) (6,000,000) (6,000,000) (6,000,000)
(うち特定資産への充当額) (7,714,452) (7,714,452) (7,714,452)

 2. 一般正味財産 183,794,499 35,627,530 219,422,029 207,105,548 426,527,577
(うち基本財産への充当額) (0) (0)
(うち特定資産への充当額) (67,656,262) (3,286,898) (70,943,160) (70,943,160)
正味財産合計 0 0 7,714,452 183,794,499 41,627,530 233,136,481 207,105,548 0 440,242,029
負債及び正味財産合計 161,465 48,009,991 7,812,452 501,987,728 41,627,530 599,599,166 290,769,676 △ 34,610,955 855,757,887

公１ 放射線影響に関する知識の普及・啓発及び研究活動への奨励・助成
公２ 放射線影響に関する調査研究
公３ 放射線の防護及び利用に関する調査研究
公４ 放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に関する情報の収集、登録及び管理

内部取引等消去 合計

（注）

貸　借　対　照　表　内　訳　表
平成31年 3月31日現在

科目 公１事業 公２事業 公３事業 公４事業 公益共通 小計 法人会計

 



- 29 - 

(単位:円)

Ⅰ　資産の部

 1. 流動資産

現金預金 75,604,489 49,668,985 22,889,211 148,162,685

未収金 5,825,000 2,641,699 8,466,699

前払金 16,347 6,010 1,683 24,040

他会計短期貸付金 5,913,900 5,913,900

流動資産合計 81,534,736 55,499,995 25,532,593 0 162,567,324

 2. 固定資産

(1) 基本財産

基本財産合計

(2) 特定資産

退職給付引当資産 64,637,718 4,620,276 361,548 69,619,542

記録保管引当資産 8,397,242 38,392,591 46,789,833

システム更新引当資産 30,000,000 30,000,000

特定費用準備資金 37,656,262 37,656,262

特定資産合計 64,637,718 80,673,780 38,754,139 0 184,065,637

(3) その他固定資産

什器備品 744,124 10,279,959 15,415,032 26,439,115

設備 912,421 912,419 1,286,090 3,110,930

ソフトウェア 2,463,322 2,463,322

敷金 1,050,840 1,050,840

リース資産 122,290,560 122,290,560

その他固定資産合計 123,947,105 14,706,540 16,701,122 0 155,354,767

固定資産合計 188,584,823 95,380,320 55,455,261 0 339,420,404

資産合計 270,119,559 150,880,315 80,987,854 0 501,987,728

Ⅱ　負債の部

 1. 流動負債

未払金 8,200,702 8,800,627 803,955 17,805,284

預り金 51,462,849 51,462,849

他会計短期借入金 5,055,092 4,375,870 794,199 10,225,161

流動負債合計 64,718,643 13,176,497 1,598,154 0 79,493,294

 2. 固定負債

退職給付引当金 64,637,718 4,620,276 361,548 69,619,542

記録保管引当金 8,397,242 38,392,591 46,789,833

長期未払金 122,290,560 122,290,560

固定負債合計 186,928,278 13,017,518 38,754,139 0 238,699,935

負債合計 251,646,921 26,194,015 40,352,293 0 318,193,229

Ⅲ　正味財産の部

 1. 指定正味財産

指定正味財産合計

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

 2. 一般正味財産 18,472,638 124,686,300 40,635,561 183,794,499

(うち基本財産への充当額) 0

(うち特定資産への充当額) (67,656,262) (67,656,262)

正味財産合計 18,472,638 124,686,300 40,635,561 0 183,794,499

負債及び正味財産合計 270,119,559 150,880,315 80,987,854 0 501,987,728

公４事業　貸借対照表内訳表
平成31年 3月31日現在

科目 原子力 除染等 RI等 内部取引等消去 合計


	ま　　え　　が　　き
	Ⅰ　放射線影響に関する知識の普及・啓発及び
	研究活動への奨励・助成
	１.　放射線影響に係る知識の普及・啓発
	(1) 協会の総合広報誌｢放影協ニュース｣を年4回発行した。
	(2) 協会の業務の紹介及び放射線関連情報の発信を図るため、ホームページの充実に努めた。
	(3) 国内で開催された放射線影響関連行事に参加し、情報交換並びに知識の普及啓発に努めた。

	２.　研究奨励助成金の交付
	３.　顕著な成績をあげた研究者等の顕彰
	(1) 放射線影響研究功績賞
	本賞は、協会の松平元理事長からの寄付金等を基に平成12年度（2000）に創設したものであり、放射線の生物及び環境に及ぼす影響、放射線の医学利用の基礎並びに放射線障害の防止など放射線科学研究の分野において、顕著な業績をあげた者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等からなる本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	平成30年度（2018）は、小野公二氏（大阪医科大学）の1名を顕彰し、平成12年度（2000）からの顕彰累計は18名となった。
	(2)  放射線影響研究奨励賞
	本賞は平成18年度（2006）に創設されたものであり、放射線影響研究功績賞と同様に放射線科学研究の分野において活発な研究活動を行い、将来性のある若手研究者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等からなる本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	平成30年度（2018）は、小野寺康仁氏（北海道大学）、片岡隆浩氏（岡山大学）の計2名を顕彰し、平成18年度（2006）からの顕彰累計は25名となった。

	４.　国際研究集会参加等のための助成

	Ⅱ　放射線影響に関する調査研究
	(1) 事業対象者の被ばく線量に関する情報の更新
	(2) 事業対象者の生存率に関する情報の更新
	(3) 事業対象者の死因情報の継続使用に関する手続き
	(1) ホームページによる放射線疫学調査関連情報の周知
	(2) 国内外の論文投稿・学会発表

	「『東電福島第一原発緊急作業従事者に対する疫学的研究』に関する被ばく線量記録の抽出に係る業務」
	Ⅲ　放射線の防護及び利用に関する調査研究
	(1) ICRPの委員会構成
	国際放射線防護委員会は、主委員会と5つの専門委員会から構成されていたが、平成29年度（2017）に改組され主委員会と4つの専門委員会となった。それぞれの委員会の役割は次のとおりである。
	(2) 我が国からのICRP委員
	我が国は主委員会と専門委員会の全てに委員として参加している。平成30年度（2018）における我が国のICRP委員は次のとおりである。
	３．ＩＣＲＰ調査・研究連絡会の活動状況について
	(1) 連絡委員会の開催
	(2) 放影協開催講座（ICRPセミナー）の開催


	Ⅳ　放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に
	関する情報の収集、登録及び管理
	(1) 原子力登録管理制度に係る業務
	原子力事業者等から被ばく線量登録管理に関する各種登録申請を受付け、また、放射線業務従事者（以下「従事者」という。）の指定を解除した者の被ばく線量に係る放射線管理記録の引渡しを受け、これらを処理するとともに、さらに被ばく線量記録等の登録保管内容の照会に対する回答業務を行った。
	その登録等の概況は、第1表のとおりである。
	注）従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録の件数は、除染等業務従事者等のための登録を含む。
	（原子力及び除染登録制度共通）
	(国の指定を受けた放射線管理記録保存業務)
	(2) 除染登録管理制度に係る業務
	除染登録管理制度は、当協会が運用主体となり、除染特別地域及び汚染状況重点調査地域で実施されている除染等業務、特定線量下業務及び事故由来廃棄物等処分業務を行う事業者が参加している。
	平成30年度は、除染等業務従事者に関する各種登録申請を受け付け、必要な処理を行った。事業者の制度参加及び登録等の概況は、以下の通りである。なお、中央登録番号取得のための従事者(個人識別)の登録及び放射線管理手帳発行の登録は、原子力登録管理制度と共通であり、両制度における合計件数は第1表に示した。
	除染登録管理制度への事業者の参加状況を第3表に、各種登録等の状況を第4表に示した。
	（国の指定を受けた放射線管理記録保存業務）
	(3) RI登録管理制度に係る業務
	(4) 国の指定を受けた放射線管理記録保存業務
	注）原子力、RI両登録管理制度の従事者で、原子力登録管理制度に引渡された11,009件の記録を含む。（第1表にも計上）
	(5) 国が実施又は国が関与する放射線疫学調査に対する登録情報の提供
	平成30年度は、国が実施又は国が関与する放射線疫学調査として、昨年度に引き続き、以下の2件について登録データの提供を行った。
	(1) 水晶体の等価線量限度に係る法令改正の検討への対応
	(2) 放射線管理手帳の改元への対応
	(3) 放射線管理手帳高度化に係る検討
	(4) RI被ばく線量登録管理システムリプレースの実施
	(5) 登録管理システムのデータバックアップ方法の変更
	(6) 放射線管理記録の電子画像による引渡し
	(7) 被ばく線量登録管理制度及び放射線管理手帳制度の普及推進
	被ばく線量登録管理制度及び放射線管理手帳制度について、関係者への説明を行うなどその普及推進に努めた。
	(8) 原子力業務従事者被ばく線量登録管理制度推進協議会の開催
	① 　平成29年度事業報告及び決算報告について
	② 　平成29年度線量統計資料について
	③ 　その他
	① 　平成31年度事業計画(案)及び収支予算(案)について
	② 　放射線管理手帳の改元に伴う対応について
	③   その他
	(9) 除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度参加者協議会の開催
	① 　平成29年度事業報告、決算報告について
	② 　平成30年度事業計画、収支予算について
	③ 　平成29年統計資料について
	④ 　その他
	① 　平成30年度事業報告及び決算報告（見込み）について
	② 　平成31年度事業計画及び収支予算について
	③ 　平成31年度の負担金について
	④ 　参加者協議会運営要領の改正について
	⑤ 　その他
	なお、参加者協議会運営要領の改正により、次年度以降の協議会は、原則年2回開催（通例8月と2月）の頻度は維持しつつ、このうち1回（8月開催分）は、書面のやり取りによって会議開催に代えることが可能となった。
	(10) 原子力事業者及び除染事業者との制度運営等に係る協議
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